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一 《論文要旨》








今回の選挙は都政上,国 政上の争点に乏 しく 「無風選挙」であり,低 投票率に終
わった。 したがって,こ の選挙結果はほぼ各党の現時点での 「地力」が表れたとい
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は じ め に
2005年 東京都議選は6月24日 告示,7月3日 投票で実施 された。都議選
は数ある地方選挙の1つ にすぎない ものの,し ばしば 「都議選は国政選挙の
前哨戦」「都議選は国政を写す鏡」 といわれ,政 党やマスメディアにより準
国政選挙 という位置づけがなされるというのが通例である。選挙 日程に関し
て振 りかえると,過 去4回 の都議選 のうち3回(89年,93年,2001年)は
国政選挙の直前に行われ,残 りの1回(97年)は 参院選の1年 前 に行われ
た。そして,都 議選における1989年 の社会党躍進,93年 の日本新党の躍進,
97年 の共産党躍進 といった結果は直後あるいは翌年の国政選挙の先行指標
となっていた。また,小 泉ブームの渦中で行われた2001年 都議選での 自民
党勝利は直後の参院選でも全国的に表れた。有権者の大半を都市生活者が占
める東京では都議 と有権者 との関係が希薄な傾向にあることもあって,地 方
選挙である都議選 といえども国政の現状 に対する評価が選挙結果に反映され
る傾向が強いからである。
しかし,2005年 都議選の選挙 日程は次回の参院選まで2年 余 りを残 して
お り,ま た2003年11月 の総選挙で選出された衆議院議員の任期は約2年 半
残っていた。 したがって,国 会で郵政民営化法案が否決され,小 泉首相がい
わゆる 「郵政解散」に打って出ない限り,都 議選の選挙 日程は国政選挙の前
哨戦の位置にはないという状況にあった。む しろ,今 回の見どころは,近 年
の国政選挙で顕著にみられる自民 ・民主の二大政党化の流れが,都 政 レベル
にどの程度反映されるのかという点にあったといえよう。
2003年 衆院選と2004年 参院選において,民 主党は都内で自民党と互角以










京都民が,国 政と地方政治 とのギャップを埋める選択をするのか,そ れとも




1.自 民 ・民 主 の戦 略
都議選における自民党の選挙戦は自党の支持基盤を固める 「票固め」選挙
勅
が従来のや り方であった。 しかし,2001年 に小泉 ブームに乗 った選挙戦を
経験 し,ま た国政選挙で公明党の組織票の助けを得ることを覚え,自 党の








の応援演説には出向かず,一 応 「中立」のポーズをとったが,今 回は何名か
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の自民党候補の応援演説に出向き,自 民党支援の姿勢を示 した。実際,石 原
都知事への都民の支持率は高 く,読 売新聞社の選挙前調査では支持率が62.6
%に 達 していた。 とはいえ,4年 前 の支持率(75.3%)か らすると,支 持率
は12ポ イン ト低下 しそおり,不 支持率は倍増 していた。 その他のデータと
して,朝 日新聞社の世論調査結果でも4年 前の73%か ら今回は61%へ 低下,
毎日新聞社による世論調査結果においても4年 前の79%か ら62%に17ポ イ
ント低下 していた(3)。












待できず,し たがって 「風頼み」の選挙は展開できなかった。それに対 して,
今回の都議選で初のこころみとなった自公選挙協力は,自 民党にとって効果
が期待できる要素であった。今回,公 明党は自党の候補者が不在の選挙区で
計17名 の自民党候補を推薦 した。国政で連立政権を組んでいる自民党 と公
明党は,形 式的には別の政党であるが,す くな くとも選挙においては同一の
政党とみなしてもよいような状況になった。




名であったのが今回は約1.5倍 の51名 の候補者を擁立 した。7つ ある1人 区
では前回は1つ の選挙区のみで公認候補を擁立 したが,今 回はすべての選挙
区で候補者を擁立 した。 また,定 数の多い選挙区では、 あえて共倒れの リス
クを犯 して積極的に複数擁立も行った。大半が大選挙区制である都議選で自
民党に拮抗する勢力を得るには,複 数擁立は不可避である。 ところが,市 区
議での状況に表れているように民主党は大選挙区制での選挙が基本的に不得
手であった。それは,自 民党のみな らず,公 明党や共産党 と比較 しても組織
力が弱 く,複 数候補者間の効率的な票割 りが困難なためである。具体的には,
前回複数擁立を行ったのは8人 区の大田区と世田谷区の2選 挙区のみであっ
たが,今 回はそれら2選 挙区に加えて新宿区,江 東区,品 川区,中 野区,杉
並区,北 区,板 橋区,練 馬区,足 立区の計11選 挙区で複数擁立を行 った。
また,世 田谷区は前回2名 を擁i立したが今回は3名 を擁立 した。
民主党の候補著増の背景には近年の国政選挙結果における都内での民主党
の好調さがある。事実,2003年 衆院選 と2004年 参院選では,都 内では民主
党は自民党を上回る得票を挙げていた。比例選挙での民主党得票率はOl年
参院選での都内得票率17%か ら,03年 衆議院選では40%へ と飛躍的に高ま
り,自 民党を抜いて東京都における第一党 となった。04年 参院選において
も,都 内における民主党の得票率は39%と 依然高 く,自 民党に対 し12ポ イ
ントの差をつけた。また,2004年 参院選における東京選挙区(定 数4)で は,
民主党は2名 の公認候補を擁立 し,2名 とも当選を果たしている。 これ ら二
回の東京都における国政選挙の結果より,民 主党都市部での支持の高さから







施 した。 また,東 京新聞は都議選投票 日の5月27～29日 に第一回調査を,6




布をみると,4年 前の告示直前調査 と比較 して,自 民党に投票するとした者
の比率は約7%低 下 していたのに対 し,民 主党に投票するとした者の比率は
約9%上 昇 していた。 また乳「まだ決めていない」「分からない」と回答 した
者で現時点での投票意向の分布は自民党と民主党とで拮抗 しており,民 主党
は投票率が上昇すると有利な状況にあった。自民党は4年 前に小泉人気 とい
う 「風」に乗 って勝利を収めたが,当 時76.3%あ った小泉内閣支持率は今回
27.3%へ と激減 しており,「風」ではな く 「地力」が試される選挙 となる。
なお,2005年 の東京新聞調査の小泉内閣支持率27.3%と いう数値は他の調
査に比してかなり低いが,こ れは主にワーディングによるものと考えられる。
同調査では 「支持」「不支持」の他に 「どちらともいえない」 という回答選
択肢があり,こ こに回答する者が多 くみられた。
また,政 党支持態度の質問に対 して 「支持政党はない」と回答 した無党派
層 は半数近 くに達 し,4年 前 に比べおよそ2割 増大 しており,有 権者の政党
離れが進行 していた。無党派層の投票意思に関 しては,4年 前には自民党が




投票率にあり,特 に民主党は有権者 にあと1ヶ 月の間にどの程度有権者の関
心を喚起できるかが勝敗を左右する要因といえた。
他党に眼を転 じると,国 政選挙と同様 に共産党と社民党の退潮傾向が認め
られ,こ の調査結果からすると,二 大政党化の流れは2005年 都議選に関す
る世論調査においても認められた。 しか し,東 京新聞の第一回調査は投票 日
まで1ヶ 月以上を残 した時期に行われてお り,都 政では浜渦副知事問題,国
政でも郵政民営化法案の採決をめぐって未知数の状況であった。 したがって,
その後の展開次第では世論が大きく変化する可能性も残 していた。けれ ども
その後,石 原知事は浜渦副知事の更迭を表明 し,ま た小泉政権は郵政民営化




ラリーマ ン増税」案を発表 し,そ の事が民主党や共産党に有利に作用する可
能性もあった。 しか し,第 二回調査結果では自民党の増加率は民主党のそれ
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出所:『 朝 日新 聞』2001年6月19日 朝刊 および2005年6月28日 朝 刊。
『読売新聞』2001年6月19日 朝刊 および2005年6月28日 朝刊。




た。なお政党支持率に関 しては,自 民党支持率が第一回調査の23.3%か ら第
二回調査の26.5%へ と増加,民 主党は第一回調査の14.9%か ら第二回調査の
13.4%へ と微減であった。そして支持政党なし層はともに5割 近 くに達 して
いた(第 一回・47.1%,第 二回46.3%)。 このように投票日前の1ヵ 月間では
大きな世論の変化は認められなかった。
他社の直前世論調査でも,自 民党得票率の減少 と民主党得票率の増大 は予
測された。図2に は朝 日新聞と読売新聞の直前調査の結果を示す。朝日新聞
の世論調査では,2001年 都議選直前には投票予定政党に自民党をあげた者







投票 日翌 日の7月4日 朝刊の新聞各紙の見出しは民主躍進 ・自民後退でお
おむね一致 していた。「民主伸び第2党 に,自 民後退50議 席割る」(朝 日),
「民主躍進第2党 に 自民 「50」届かず」(読 売),「 民主躍進,自 民敗北」
(東京)と いう具合であった。
投票率は43.99%に とどまり,過 去2番 目の低 さとなった。1997年 に記録
した40.80%は 上回 ったものの,当 時は投票時間の延長や不在者投票用件の
緩和以前の時期であったことを考えると,今 回の投票率は最低水準に近かっ
たと捉えることができる。その原因としては,国 政選挙が2003年,2004年
と続 き,選 挙日程が国政選挙 と連動 していないこと(結 果的には8月 の 「郵





















ら,都 議選 に 「関心があった(か な り関心があった+少 しは関心があった)」
と回答 した者の比率と 「関心がなかった(あ まり関心がなかった+ま ったく
関心がなか った)」 と回答 した者の比率の時系列推移を示す。消費税問題や
リクルー ト事件な どで自民党に強い逆風が吹き,社 会党が躍進 した1989年
選挙では9割 近 くの者が都議選 に関心を抱いていたが,そ の後1997年 まで
関心度は低下傾向をみせた。それが前回2001年 には小泉政権発足まもない
時期 に都議選が実施され,小 泉人気が都民の都議選への関心を喚起 し,「関
心があった」とする者が7割 に上昇 した。そして今回は関心度が再び低下 し,




レベルで何 らかの強い風が吹いたとき(1989年 の社会党ブーム,93年 の日
本新党ブーム,2001年 の小泉人気)に 有権者は政治に関心が向き,そ れが
都議選への関心に反映されるが,特 に強烈な世論の風が吹かないときには都
議選の関心には結びつかない傾向がある。
図4に は1985年 以降の主要政党の獲得議席数推移を,図5に は民主党が
都議選に初めて参戦 した1997年 以降の主要4政 党の得票 率推移を示す。そ
して図6に は2001年 都議選,2003年 総選挙(比 例区),2004年 参院選(比
例区)お よび今回の都議選における主要4政 党の都内の得票総数を示す(千
単位以下切捨て)。 これらの図を参照 しつつ,今 回の都議選の結果を整理す
る。
自民党は改選前勢力の51議 席を勝敗ラインに設定 したが,結 果は議席を
3つ 減 らす48議 席にとどまった。 自民党が設定 した勝敗ラインを基準 にす
れば敗北である。2001年 都議選における獲得議席(53議 席)と 比較すると5
議席減 らしており,ま た40台 の議席にとどまったのは日本新党ブームが起
60'(60)
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きた1993年 以来のことである。得票数に関 しては,4年 前都議選の172万
票か ら今回は133万 票 とな り,約40万 票減少 した。近年の国政選挙である
2003年 衆院選や2004年 参院選 と比較 しても自民党の得票数は減少 している。















自民 民主 公明 共産
図6主 要政党の得票数(都 内)
約5ポ イ ント減少 させており,前 々回(1997年)並 みに戻 った。 なお,今
回の都議選では初めて公明党の選挙協力を得たため,そ の効果について検証
する必要がある。
都議会での二大政党化を目指 した民主党は,35議 席を獲得 して公明党を
抜いて初めて都議会第二党の地位を獲得 した。都議選の第二党は85年 以降,
公明→社会→公明→共産→公明→民主 と1回 おきに公明党と他の政党とで入
れ替わっている。民主党は改選前議席か ら16議 席増,前 回都議選における
獲得議席か ら13議 席伸ばし躍進 したことから,目 標 とした都議会での二大
政党化は進行 したといってよい。けれども国政選挙のように都内で 自民党を
上回る支持は獲得できなかった。ただ,消 費税問題や リクルー ト事件で社会
党に追い風が吹いた1989年 都議選での社会党の獲得議席が29議 席であった
ことを考えると,民 主党に特 に追い風が吹かなか った今回の都議選で30を
上回る議席を獲得 したという事実は,し ばしば 「風頼み」 と椰楡される民主
党にも基礎力がついてきたことを表す。今回すべてに候補者を擁立 した1人
区の成績は2勝5敗 と負け越 したが,複 数擁立を行 った11選 挙区の勝敗は,
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江東区,大 田区,杉 並区,板 橋区の4選 挙区で2名 全員当選を果た し,懸 念
された 「共倒れ」は皆無であった。ただ,複 数擁立区では候補者によって得
票に大きな差がみ られ ることもあり,効 率的な議席獲得に結びつかないケー
スもい くつか見受けられた。また,得 票数 ・得票率は前回都議選から大 きく








得票数は78万 票で前回よりも6万 票増やし,2003年 衆院選,2004年 参院選
における都内の得票数とほぼ同水準であった。公明票の抜群の安定性が再確
認された。そして候補者を擁立 した20選 挙区の公明票の総数は民主党を上
回 り,15選 挙区では トップ当選を果たした。国政選挙での公明党得票数は
東京都全域での票数であるのに対 して,都 議選の場合は候補者を擁立 してい
ない選挙区も多いことを考慮に入れると,都 議選での公明党の強さが浮かび
上がる。
共産党は,浜 渦副知事に関する問題が注 目を集めていた状況下で,反 石原
都政を訴え選挙戦を戦った。議席は13議 席 にとどまり,改 選15議 席を維持
す ることができなかった。図1に 示すように前々回の97年 に26議 席を獲得
して都議会第二党に躍り出た時を起点とすると,共 産党の衰退傾向が続いて
いるということができる。得票率は前回とほぼ同水準を維持 したが,得 票数




選や2004年 参院選に比べて得票数が増加 しているという事実は,退 潮傾向
に一応の歯止めがかか った状態にあると解釈することも可能である。
前回の都議選で6名 の当選者を出し躍進 した生活者ネットは,今 回,候 補
者数を10名 に増や し,攻 めの選挙を展開 した。 しかし,結 果は半減の3議
席に終わった。定数の多い選挙区での民主党の複数擁立戦略が民主党と支持
層が重なる生活者ネットの票を減少させ る影響を及ぼ しており,い わば二大
政党化のあお りを受けた結果 となった。
社民党は今回,候 補者を世田谷区の1人 に絞 り,97年 選挙以来の議席獲
得を目指 したが,果 たせなか った。社民党も生活者ネ ットと同様に民主党と
支持層が重なり合 う部分があることから,民 主党の躍進に表れた二大政党化
の潮流の中で埋没 した。
4.ア グ リゲ ー ト ・デー タの分 析
4-1選 挙区別にみた各党の強弱
都議選の選挙制度は1人 区か ら8人 区まで存在 し,小 選挙区制と大選挙区
制が混在 している。内訳は1人 区7,2人 区16,3人 区5,4人 区6,5人 区
3,6人 区3,8人 区2で ある。東京都には比較的人口の多い自治体が多いこ
ともあって都議選の選挙制度は他の県議選と比較 して1人 区の割合が低!・と
いう特徴がある。一般的に定数が多 くなればなるほど,当 選を果たすために
必要な得票率の最低 ラインが下がり,多 党化を生む傾向があるため,今 回の
みどころである二大政党化の阻止要因ともな りうる。そこでまず,選 挙区定
数別に前回および今回の都議選の自民,民 主,公 明,共 産の平均得票率を検
討 し,得 票率の変化を把握したい(表1)。





自民 民主 公明 共産
定数
20012005 差 20012005 差 20012005 差 20012005 差
1 67.855.1一12 .7 27.334.1十6.7 20.]12.2一7 .9
2 39.637.3一2 .3 24.729.8十5.1 34.235.2十1.1 20.19.i一 〇.3
3 31.925.9一5 .9 16.525.8十9.3 23.027.9十4.9 15.415.5十 〇.1
4 32.927.7一5 .2 13.628.9十15.3 21.223.8十2.6 16.917.4十 〇.5
5 34.826.6一8 .2 10.618.8十8,2 21.125.E十4.3 14.315.0十 〇.7
6 34.728.3一6 ,4 12.122.0十9.8 18.323.0十4.7 12.812.i一 〇.1
8 33.928.2一5 .8 11.822.C十10.2 18.822.8十4.1 lL6 12.0十 〇.4




に減少 した。得票率上位5選 挙区は島部 ・(72.8%),西 多摩(63.9%),千 代
田区(57.2%),青 梅市(53.9%),中 央区(503%)と いう非都市部 と都心
部である。
民主党は前回候補者を擁立 した選挙区総数が31と4分 の3程 度だったの
が今回は39へ とほぼ全選挙区に拡大 した。前回と今回ともに候補者を擁立
した31選 挙区中29選 挙区で得票率を伸ばした。ちなみに前回1名 の候補者
を擁i立し,今 回は2名 の候補者を擁立 した9選 挙区の得票率差の平均値 は
+12.7ポ イン トであり,全 体平均の+9.5ポ イン トを上回る。得票率のば ら
つき度合いを示す分散は前回の66.6か ら今回は53.5へ とやや減少 している。
得票率上位は菅直人元代表の影響力が強い武蔵野市(45.2%),小 平市(42.1
%),小 金井市(40.0%)が 並ぶ。
公明党は前回,今 回ともに候補者 を擁立 した19選 挙区のすべてで得票率
を増や しており,分 散の値は自民 ・民主同様に減少 している。 コンスタン ト
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な支持の拡大傾向が認 められる。特に,3人 区では自民 ・民主を上回る得票
率 となっており,5つ ある3人 区のうち3選 挙区で トップ当選を果たした。
今回の公明党得票率増大の一因には投票率の低下がある。
共産党は前回と今回ともに候補者を擁立 した39選 挙区の うち得票率が増
大 した選挙区が19,減 少 した選挙区が20と 拮抗 している。定数別に検討す
ると,1人 区で平均約8ポ イント減少 しているが,複 数区では微増または微
減である。共産票は同党の支持者の票のみな らず無党派層などの自民党への
批判票か らも構成 されるたあ,共 産党の得票は民主党 の候補者擁立状況 に大
きな影響を受ける。1人 区での得票率の減少は民主党の積極的な候補者擁立
の影響 と考えられ,反 自民票の一部が共産党か ら民主党へ と移動 した結果と
考え られる。
なお,こ こで検討 した主要4政 党の選挙区別得票率の分散はいずれの政党




係数が943と 極めて高 く,公 明党の地盤がほとん ど移動 していないことを
示唆する。 それに対 して共産党は相関係数が.659に とどまり,得 票構造に
ある程度の変化が認め られた。2004年 参院選 との相関係数は各党とも.5前
後で,あ る程度の相関にとどまる。 これは,比 例区選挙と都議選という選挙
表22005年 都議選得票率と他の選挙での各党得票率との相関(選 挙区別)
????
























あるが,都 議選の選挙区は1人 区から8人 区まで多様であ り,有 力政党がす
べて候補者を擁立 しているとは限 らない。 したがって,相 関関係は当然低 く
なると想定 される。
表3に は,今 回の都議選と2003年 都知事選との都議選42選 挙区別得票率
の相関係数を示す。石原都知事は選挙では純粋無党派であり,い かなる政党
の推薦 ・支持 も受けていないが,都 政運営においては自民党 と公明党が事実
上の石原与党である。そして自民,公 明は石原票とある程度の正の相関関係
が認め られ,'石 原得票率の高い地域ほど自民,公 明の得票率 も高い傾向が認






区特性の指標 として,こ こでは自営業比率 と平均年齢を取 り上げた。 これ ら
2変 数を取 り上げた理由は,過 去の世論調査から自民党は農林 自営業や商工
自営業に高い支持を得てお り,ま た年齢が高 くなるほど高い支持を得ている
からである⑤。表4を 参照すると,自 民得票率は平均年齢や自営業比率 と弱
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関係にある。なお,2001年 都議選に比 して2005年 では自民得票率と平均年
齢や自営業比率 との正の相関関係の度合いが低下 している。また,前 掲の表
2に 示すように,前 回都議選 との相関係数が他党に比 して低かった共産党は
2001年 に比 して2005年 は平均年齢,自 営業主比のいずれにおいても負の値
が高 くなってお り,民 主党の得票パターンに近づいている。また2004年 参
院選の自民党 と民主党,お よび2003年 都知事選の石原候補と樋口候補に関
しては平均年齢,自 営業比 ともに相関係数の値が比較的高いのに対 して
2001年 と2005年 の都議選での自民 ・民主と平均年齢,自 営業比 との相関は
低 く,都 議選は地域特性との相関が低いこともみてとれる。 これは,都 議選




表5型 別平均(平 均年齢 ・自営業主比 ・2005年 党派別得票率)






い原 因に挙 げ られ る。
さ らに各選挙 区を類型化 す るため,平 均年齢 と自営業主 比を投入 して クラ
スター分 析を行 った。 距離 の測 定 には 「平 方ユ ー クリ ッ ド法」,ク ラス ター
の生成法 は 「グループ間平 均連 結法」を用 いた。
分析 の結果,次 のよ うに分類 され た。 自営業主比 と平均年齢 との相関係数
は.850と きわめて高 く,両 比率 が高 い選挙 区か ら低 い選挙 区へ とい う一 次
元的 な分類 となる。
1-1型:八 王子市,立 川市,三 鷹市,青 梅市,府 中市,昭 島市,町 田
市,小 金井 市,小 平市,日 野市,西 東京市,西 多摩,南 多摩,
北 多摩1～3
1-2型:江 戸川区,江 東 区,品 川区,大 田区,世 田谷 区,中 野 区,板
橋 区,練 馬区,武 蔵野市,北 多摩4
1-3型:千 代 田区,中 央 区,港 区,新 宿区,文 京区,墨 田区,目 黒 区,
渋 谷区,杉 並区,豊 島区,北 区,荒 川 区,足 立 区,葛 飾 区
1-9型:台 東区
H型:島 部
表5に 示す よ うに,こ れ らの クラスター は,1-1型 か らD型 に近づ くに
したが って平均年齢 と自営業主 比率が高 くな っている。平均年齢 と自営業比
が最 も低 い1-1型 に該 当す る16選 挙区 は,市 部 が多 く定数 の少 ない選 挙区
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が多い(平 均定数2.1)。1-2型 に分類 される10選 挙区は人口が多 く住宅地
の多い区部が多い(平 均定数4.7)。1-3型 に分類される14選 挙区はすべて
区部であ り,地 域的には都心部 と,北 部 。東部の区が多い。議員定数の平均
は3.0で あ り,1-1型 と1-2型 の中間に位置する人口規模の選挙区が多い。
唯一H型 に該当する島部は平均年齢,自 営業比率 ともに高 く,や や農村型の
特徴を持つ。
表5に はまた主要政党の平均得票率 も示す。すでに表4で 検討 したように,
都議選の レベルではこの2変 数と党派別得票率 との間の相関関係は弱いこと
もあって,党 派別得票率平均はクラスター別にさほど大きな差がみられない。
1-1型 は定数が少ない選挙区が多いこともあって公明党が候補者を擁立 し
ている選挙区が3選 挙区しかなく,後 に考察する自公協力の効果 もあって自
民党の平均得票率が4割 近 くに達 している。また,生 活者ネ ットが5選 挙区
で候補者を擁立 しており,そ の平均得票率は23.5%に 達 していた。
1-2型 では該当する10選 挙区のうち8つ の選挙区で公明党が候補者を擁
立 していることもあって,自 民党の平均得票率は民主党のそれと近似値を示
す。1-3型 に分類 される14選 挙の うち9選 挙区で公明党が公認候補を擁立
しており,平 均得票率は自民,公 明,犀 主の順番 になっている。また,平 均
年齢 ・自営業主比ともに高いII型(島 部)は1型 とは異質であり,自 民党が
きわめて強 く,民 主党に大差をつけている。
4-2自 公協力 の効果
次 に選挙結果統計から,都 議選 レベルで今回初めて行われた自公選挙協力
の効果について検討を加える。既述のように,公 明党は自党候補が不在であ








公 明 不 在46,043.2
自公 協 力 あ り43。2







候補者の勝率か ら比較 していきたい。 自民党は今回57名 の公認候補を擁立
し,う ち48名 が当選 したことか ら勝率は84.2%で あった。そのうち公明党
の推薦を受けた候補者17名 中16』名が当選を果た し,勝 率94.1%だ ったのに
対 して,公 明党の推薦を受けなかった40名 のうち32名 が当選 し,勝 率80.0
「%だ
った。このように,単 純に選挙の勝敗の観点か らすると,自 民党は公明
党の選挙協力により,大 いに助けられたようにみえる。
それでは,自 公協力の効果は実際にどの程度存在 したのだろうか。 ここで
はまず,前 回と今回の都議選に関して,公 明候補が存在する選挙区と存在 し
ない選挙区 との自民得票率の差を検討す る。表6に 示すように,2001年 に
おける自民党得票率は,公 明候補不在区では46.0%に 対 して公明候補が存在
する選 挙区の平均は35.4%で あり,そ の差は10.6ポ イ ントであった。それ
に対 して,今 回の自民党得票率は公明候補不在区平均では43.2%に 対 して公




ところが,2005年 選挙に関 して,公 明候補不在 区をさらに自公協力の有
無別に検討すると,自 公協力あ りの選挙区での自民得票率平均 は43.2ポ イ
ン トであるのに対 して,自 公協力なしの選挙区で も42.4ポ イントであり,
その差はわずか0.8ポ イ ントしかない。 このことか ら,今 回の都議選では,
公明党の推薦の有無に関わらず,公 明党候補不在の区において,公 明党支持
層の票が連立政権のパー トナーである自民党の得票にプラスされたというこ
とがいえる。 この結果からす ると,公 明党が表向きに自民候補に推薦を与え
るか否かはさほど重要ではなかったといえる。
また,既 に述べたように,今 回の都議選は投票率が43.99%と,1997年 の




5.世 論調査 ・出ロ調査結果か らみ られる傾向
5-1投 票決定時期と投票基準
図7に 示すように,東 京都選挙管理委員会の選挙後調査によると,今 回の
都議選における有権者の投票決定時期は過去の選挙と比べて遅い傾向にある。
同調査では投票決定時期を 「選挙期間に入る前から」(選 挙期間前),「 選挙
期間の初めごろ」(選 挙期間初期),「 選挙期間の中 ごろ」(選 挙期間中期),
「選挙期間の終わ りごろ」(選挙期間後期),「投票日当日」という回答選択肢
に分けている。2005年 都議選で選挙期間前あるいは選挙期間初期までに投
票意思決定 した者の比率は41.1%で,2001年 の54%に 比 して約13ポ イント
少な くなっている。そして選挙期間終盤から投票日当日にかけて意思決定を





國 選挙期間前 口 選挙期間初期 □ 選挙期間中期
□ 選挙期間後期 ■ 投票日当日 團DK・NA
出所:東 京 都選挙管理委員会,前 掲書,41頁 。




が高 くなってもおか しくないことを考え合わせると,構 造的に固定層が減少
傾向にあると考えた方がよい。
有権者の投票基準について も,都 選管の事後調査結果から検討を加える。
2005年 都議選調査の単純集計結果によると,投 票基準を 「人物」 と回答 し
た者が39.9%で,「 政党」とした者の比率(36.2%)を 上回った(「 どちらと
もいえない」22.7%)。 都選管の調査によれば近年の国政 レベルの選挙では
都民の投票基準は 「政党」が 「人物」 を上回っており,2004年 参院選では
「政党」47.8%に 対 して 「人物」34.7%,2005年 衆院選では 「政党」44.6%に















出所:東 京都選挙 管理委員会,前 掲書,33頁 。
図8投 票 基 準:1989-2005
議選での人物本位の投票傾向は,民 主党に比べて個人後援会組織でまさる自
民党に有利に作用 し,都 議選での自民第一党の継続に寄与 しているといえよ
う。
図8で1989年 以降の投票基準の推移をみると,政 党本位の投票が人物を
上回 ったのは土井 ブームで社会党が大幅に議席を増やした1989年 のみであ























討 してみる。朝 日新聞社は主要政党が候補者を擁立した6選 挙区で出口調査
を実施 した。その結果か ら都民の投票行動を検討するω。
図9に は年齢別の投票行動 に関す る出口調査結果 を示す。 ここでは,
20～39歳 の層を若年層,40～59歳 の層を中年層,60歳 以上を高年層として
論 じていく。 まず,自 民党 は60歳 以上の高年層で高い支持 を集めてお り
「高年型」の支持パター ンを示す。これは国政選挙,地 方選挙を問わず,従




結果か ら推測すると,自 民党が都議会第一党の地位を守れたのは,高 齢層で
自民党支持率が高いことに一因があるといえる。なお,公 明 ・共産の2党 に
関 しては,年 齢別投票パターンはほぼフラッ トであり,年 齢層別の強弱はほ
とんど認め られない。
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一一 一 } 一 一
□2001年
ロ2005年
自民 民 主 公 明 共 産 無 党 派
出所:『 朝 日新聞』2001年6月25日 朝刊 および2005年7月4日 朝刊。
図10政 党 支 持率(朝 日出 口)
党支持率を示す。小泉ブームの最中に行われた2001年 と比較 して自民党支
持率は今回4ポ イント減少 している。 しか し,2001年 と比較 して2005年 で
は小泉内閣支持率は数十 ポイント低下 していることを考えると4ポ イントと
いう減少率は小 さいといえるであろう。一方,民 主党は2001年 の13%か ら
2005年 は22%へ と大幅に支持率を伸ばしてお り,公 明党支持率に大きく水
を開けている。 また,無 党派層の比率は22%で あり,2001年 に比べて2ポ
イ ント低下 したもの,ほ ぼ同水準であった。
図11に は各党投票者の政党支持別内訳を示す。各党投票者のうち,そ の
政党の支持者が占める比率は自民80%,民 主68%,公 明64%,共 産53%の
順だった。 この結果では,一 般に固定的支持層が多いとされる共産党票の自
党支持者比率の低 さが注目される。共産票のうち共産支持層の占める比率は
前回は64%で あったのが今回は11ポ イン ト低下 しており,無 党派層からの




翻 自民支持層 ■ 民主支持層 □ 公明支持層 □ 共産支持層















自民 民主 公明 共産
出所:『朝日新聞』2001年6月25日 朝刊および2005年7月4日 朝刊。
図12無 党派層の投票行動(朝 日出口)
が,共 産党 に票 を投 じた とす る者 の比率 は18%に の ぼ り,2001年 都議 選 の
L5倍 とな ってい る。共産 党は固定 的支 持層 が減 少 し,無 党 派層へ の依 存度
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今回躍進 した民主党に投票 した者の政党支持別内訳 は民主党支持者が68
%,無 党派層が21%で あった。図12に 示す無党派層の投票行動の分布から,
前回の都議選で無党派層に最 も支持 されたのは自民党だったのが,今 回は民
主党に取 って代わられている。つま り,今 回の民主党の躍進は先に図10で
示 した民主党支持率のアップと,無 党派層の支持の拡大にあったといえる。
なお,東 京新聞の出口調査では,無 党派層の33%が 民主に票を投 じており,
次 に多いのが共産の21%,そ して3番 目が自民18%だ った。朝 日新聞の出
口調査結果と比較 して,パ ーセンテージは異なるものの,民 主,共 産,自 民
という順番は一致 している(8)。
ではなぜ無党派層で民主党に票を投 じた者が増えたのであろうか。今回の
選挙戦では政策争点が乏 しく,マ ニフェス ト選挙を得意 とする民主党にとっ
て戦いやすい状況ではなかった。 しかし,転 機 となったのは,告 示直前の政
府税制調査会による 「サラリーマン増税」の発表であった。 この発表により
自民党は有権者の反発を招き,攻 勢に転 じた民主党はその"反 自民票"を 取






場を築 くために民主党は 「二大政党化 ・政権交代」への流れを強 く押 しだし
て選挙戦を戦っていた。「二大政党化」という流れか ら,自 民党か,民 主党,
という二つの選択肢を求められ,反 自民あるいは反 自公の票が以前よりも民






1989年 以降の都議選はつねに何 らかの強い 「風」が吹いていた。1989年
は リクルー ト事件に対する批判,消 費税反対 という自民への 「逆風」 と土井
ブームという社会党への 「追い風」,1993年 には政治改革をめ ぐって生 じた
自民分裂という状況下での日本新党への 「追い風」,1997年 には国政での政
権の組合せがめまぐるしく変わった事によるオール与党現象に対する 「しら
け」 と一貫 した野党である共産党への 「追い風」,そ して2001年 には空前の
内閣高支持率に表れた小泉ブームによる自民党への 「追 い風」。
2005年 都議選では告示直前 に政府税調が発表 した,い わゆる 「サラリー
マン増税」が自民党への若干の 「逆風」となった可能性 はあるものの,基 本
的には 「無風選挙」であり,争 点 も乏 しか った。 したがって,都 民の関心は
低 く,選 挙結果はほぼ各党の 「地力」が表れたとみることができる。今回の
選挙結果を総括すると,自 民,共 産の地力の低下が認あられるのに対 して民
主党が次第に地力をつけてきた様子が浮かび上がった選挙であったといえる。
ただ,2003年 衆院選と2004年 参院選において都内で民主党は自民党 を上回
る票を獲得 したという事実に照 らすと,国 政選挙に比 して地方選挙での民主
党の弱さが再確認された選挙でもあった。国政選挙に比 して地方選挙は,政
党本位 というより候補者個人本位の選挙の色彩が濃 く,現 状では個人後援会
の組織力に劣る民主党には不利である。
また,都 民の投票行動次第に流動化 してきており,い わゆる固定層が減少
しているこ・とも東京都が実施 した世論調査の結果から判明した。 この結果は
東京の有権者の政党離れと候補者離れが深遠に進行 していることの証左であ
り,今 後,選 挙のヴォラティリティ(変 易性)の 増大や投票率の低下が進行
する潜在的可能性を示唆 している。加えて,今 回の都議選結果は,従 来と同
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機に 「国政を映す鏡」 とはなったものの,2ヵ 月後 に行われた自民圧勝の総
選挙結果には連動せず,従 来のように 「国政選挙の先行指標」としてその後
の国政選挙を占うものとはならなかった。 これは2005年8月 初旬の郵政解
散後,世 論が短期間で激変 し,総 選挙の選挙キャンペーンが都議選時とは大
きく異なる世論の状況下で行われたか らである。 しかし,世 論の基調は二大
政党化 の方向にあり,2007年 の統一地方選での民主党の議席動 向が注 目さ
れる。
《注》
(1)地 方選挙の動向については,井 田正道 「国政選挙と地方選挙」三田清福 『概
説 現代日本の政治 と地方 自治』学術図書出版社(2005年),第2章,お よび
同 「市議選における党派別勢力」『政経論叢』第74巻 第6号(2006年)。 また,
近年の国政選挙に関する都民の投票行動分析 として同 「第19回 参議院議員選
挙における東京都民の撲票行動」『政経論叢』第71巻 第1・2号(2002年),
および同 「保守票自民候補に集中」『朝日新聞』2003年11月11日 朝刊(都 内
版)が ある。
(2)井 田 「東京都議会議員選挙」市川宏雄編 『東京都を読む事典』東洋経済新報
社(2002年)。 同 「『2大政党』反映されるか」『東京新聞』2005年6月2日 朝
刊。
(3)『 読売新聞』2005年6月28日 朝刊,「 朝 日新聞』2005年6月28日 朝刊,『 毎
日新聞』2005年6月27日 朝刊。
(4)直 前世論調査の分析署名記事 としては,御 厨貴 「3党間の議席獲得競争」
『読売新聞』2005年6月28日 朝刊,井 田 「風吹かず投票率懸念」「東京新聞』
2005年6月28日 朝刊。
(5)松 本正生 『政治意識図説』中公新書(2002年)お よび井田 「1990年 代にお
ける有権者の変質」『明治大学社会科学研究所紀要』第40巻 第2号(2002年)。
(6)東 京都選挙管理委員会 『選挙に関する世論調査 平成16年7月11日 執行
参議院議員選挙』東京都選挙管理委員会(2005年),35頁,お よび同 『選挙に
関する世論調査 平成17年9月11日 執行 衆議院議員選挙』東京都選挙管理
委員会(2006年),51頁 。
(7)『 朝 日新聞』2005年7月4日 朝刊。
(8)『 東京新聞』2005年7月4日 朝刊。
(9)同 上。
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